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1．強毒型 H5N1鳥インフルエンザウイルス

　一般に鳥型インフルエンザウイルスはヒトに対する感染
性・伝播性が低いので，それ自身ではヒトの世界でパンデ
ミックを起こさないと考えられている．しかし，H5N1鳥
ウイルスについては，遺伝子変異によってヒト型に変化す
ると，強毒性の新型インフルエンザとして大流行し，甚大
な健康被害と社会的影響をもたらす最悪のシナリオが危惧
されている．（H1N1）2009パンデミックの間にも，これ
とは独立に，H5N1鳥インフルエンザは鳥の間で流行を続
けており，鳥からの偶発的なヒト感染患者も増えている．
しかも，インドネシア，中国，エジプトなどでは，鳥での
流行報告の無い地域での患者発生や，ヒトーヒト伝播例も
確認されている．更に中国とインドネシアでは，ブタでの
不顕性感染も報告されているので，ブタやヒトにおいて，
H5N1鳥ウイルスと H1N1pdm09ヒトウイルスの同時感染
が起こると，両者のウイルス遺伝子分節の交雑が起こって，
強毒型のヒト型ウイルスが出現することが新たに懸念され
ている．日本でも，冬季，シベリアや近隣地域からの渡り
鳥によって，しばしば強毒型 H5N1鳥ウイルスが持ち込ま
れていることから，国内での新型インフルエンザ発生の可
能性も否定できない．
　インフルエンザウイルスの遺伝子突然変異はウイルスの
複製回数に比例して起こるので，鳥での感染伝播が続く限
り，またヒトへの偶発的感染が繰り返される限り，鳥型ウ
イルスがヒト型に変化する危険が増え続ける．既にヒト型

ウイルスへの変化に対応する遺伝子変異も少なからず確認
されている．特に，エジプトで流行中のクレード 2.2.1系
統のウイルスでは，レセプター結合特異性とウイルス増殖
至適温度がヒト型に変化して固定しており，パンデミック
ウイルスの出現が特に懸念されている．

2．鳥型ウイルスからヒト型への変化に必要な
遺伝子変異の解明

　では，現在流行中の H5N1鳥インフルエンザウイルスで
は，どの遺伝子部位がどの様に変異するとヒト型に変化す
るのか？　この重要な疑問に対する回答が，最近，米国
CDCの Ruben Donis，東京大学の河岡義裕およびオラン
ダ Rotterdam大学の Ron Fouchierらの 3つの独立した研
究グループから発表された 1, 2, 3, 10）．これまでの多くの研
究成果から，ヒト型ウイルスへの変化に必要と考えられる
遺伝子変異（アミノ酸置換）が数個所に絞り込まれていた
が，これらを兼ね備えた鳥ウイルスは哺乳動物での伝播能
力を獲得していない．そこで各研究グループは，これらの
変異を導入した H5N1鳥ウイルスを作製して，フェレット
（ヒトインフルエンザのモデル動物）に経鼻感染して継代
を試みた．その結果，２～ 10代の継代後に，フェレット
間で飛沫感染伝播を起こすウイルスが回収できたので，そ
れらの遺伝子変異および病原性，抗原性，抗ウイルス剤に
対する感受性など，公衆衛生上の重要事項に関連する性状
を詳細に調べた．ウイルス学的には全く理に適った正攻法
の研究である．
　その結果，流行中の H5N1鳥ウイルスの HA遺伝子のわ
ずか数個所の特定部位 (3～ 5個所，最小では 1～ 2個所 )
に遺伝子変異が起こると，ヒト型ウイルス（正確にはフェ
レット間で飛沫感染伝播を起こす哺乳類型ウイルス）に変
化する可能性があり，しかも本質的には強い病原性が保持
される（但し，気管内接種では致死的だが，上気道感染で
は必ずしも致死的ではない 4, 10））ことが示された．これら
の変異の一部を持ったウイルスは，これまでも感染患者か
らしばしば分離されているが，今回示された変異の全てを
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が行われて 2011年 11月に電子版で公表された 1）．ヒト型
への変化にはより複雑な遺伝子変異が必要との結論から，
注目度が高くなかったことも理由であろうが，この論文は
dual use議論の対象とはなっておらず，他の 2つの論文に
比べるとその落差に疑問を抱かざるを得ない．一方，
Rotterdam 大学の Ron Fouchier は，2011 年 9 月 12 日，
マルタ島で開催されたヨーロッパインフルエンザ会議
(ESWI)において，強毒性を保持したままフェレットで飛
沫感染伝播する H5N1ウイルスを作出した，との研究結果
を口頭発表した．更に，このウイルスにおける遺伝子変異
の実態と，その様な変異を持つウイルスが自然界でも既に
見つかっていることを示し，強毒型 H5N1ウイルスによる
パンデミックの可能性を強調した 3)．筆者もこの場に居合
わせたが，H5N1は過去の問題だと軽視していた多くの欧
米の聴衆にとっては強い衝撃であり，会場は異様な雰囲気
であった．この情報は，早速科学メディアを通じて伝えら
れ，世界的にも大きな反響を呼んだ．
　その後，11月 21日になって NSABBは，Rotterdam大
学と東京大学からの投稿論文（それぞれ Scienceと
Nature誌に投稿）について，当該論文はテロリストにとっ
て強毒性ヒト型ウイルス作製の「設計図」になる可能性が
あると判断し，変異ウイルスの作製方法およびフェレット
での伝播性を獲得したウイルスの遺伝子変異の詳細に関す
る記載を削除すること，これらの削除部分は特定の専門家
のみに開示することを条件に，出版を認めるとの勧告を米
国 NIHに提出した．これを受けた NIHは，保健省にその
旨を報告し，政府の判断を待つことにした．12月 20日に
米国保健省は NSABBの勧告を受け入れ，その旨を両論文
の公表を進めている出版社に，論文の一部削除を依頼した 5）．
この勧告を受けて，当該論文の著者は，自主的に論文の改
訂版を準備したのである．NSABBが短期間に膨大な数の
論文を審査せざるを得ない事情を考慮したとしても，委員
にはインフルエンザの専門家は含まれておらず（今回は
Robert Websterが参考人として参加），また論文の著者に
は電話による聞き取り調査はあったものの，審査会には呼
ばれず，詳細な説明をする機会を与えられないままに勧告
が出されたことは問題であった．
　この前後から，米国連邦議会の一部，特に共和党議員か
ら，バイオテロに悪用される可能性のある研究の実施を認
可し，それに対して米国民の税金を配分したとして，NIH
や政府の責任を追及する動きが起こった．さらに，この様
な自然界には存在しない危険な病原体の作製などの研究の
規制・禁止，研究材料の管理強化・破棄，研究成果の検閲，
削除，公表制限・禁止などを盛り込んだ法案の提出も検討
され始めた．大統領選挙を控え，テロ対策強化を政策論点
に据えようとする政治的な思惑が背景にあるとも言われて
いる．一部有力メディアなどがこれに同調して，世論を誘
導する不自然な動きも目立った．NIHとしても，これら

同時に持つウイルスは，未だ自然界では報告されていない．
　一方，東京大学の河岡義裕教授グループは，H5N1鳥ウ
イルスはヒト H1N1pdm09ウイルスとの遺伝子分節交雑に
よっても，容易にヒト型ウイルスに変化することも示した 2）．
この場合にも，HA遺伝子には共通する遺伝子変異とアミ
ノ酸置換が起こっていた．しかし，HA遺伝子のみが強毒
型 H5N1ウイルスに由来した遺伝子交雑体は，フェレット
での肺病原性が低下していたので，交雑する遺伝子分節の
組み合わせ次第では，病原性がある程度低下する可能性が
示唆されている．
　フェレットでの成績が全てそのままヒトにも当てはまる
訳ではないが，これらの論文の意義は，H5亜型の鳥型ウ
イルスもヒトでパンデミックを起こしうること，その出現
過程には必ずしもブタでの感染伝播を必要としないこと，
ヒト型への変化に伴って自動的に弱毒化することは無いこ
と，を示したことである．さらに，現在流行中の鳥ウイル
スにわずか数個所の遺伝子変異が起こると，パンデミック
ウイルスに変化する可能性があること，このような変異の
一部を持つウイルスは既に少なからず報告されていること
から，強毒型 H5N1インフルエンザによるパンデミックが
起こるリスクは予想以上に高いことが示された．最悪のシ
ナリオを想定して，準備計画の実施を急ぐべきとの警鐘が
鳴らされたのである．
　

3．論文発表における dual use問題

　これらの研究成果は，それぞれ昨年夏に論文として投稿
されたが，その後バイオセキュリティーに関する審査に関
して大きな問題となったのである．2001年オーストラリ
ア研究者による非意図的な強毒性mouse poxvirusの作出，
米国での炭疽菌による攻撃（いわゆる「白い粉」事件）等
の発生から，米国では，微生物研究がバイオテロに悪用
(dual use)される可能性や，微生物試料の漏出・盗難などの
危険性が指摘され，2003年の Finkレポート（Biotechnology 
Research in an Age of Terrorism）を機に，2005年に米国
NIHに独立した The National Science Advisory Board for 
Biosecurity (NSABB)が設置された．NIHからの研究費に
よる研究成果の論文について，出版前にバイオテロへの悪
用の可能性等を審査し，必要に応じて論文の修正，削除，
発表差し控えなどを勧告するものである．インフルエンザ
関係では，2005年にスペインかぜウイルスに関する 2つ
の研究論文が審査に付されたが，何れも無修正での出版が認
められている．2007年にNSABBは，Proposed Framework 
for the Oversight of Dual Use Life Sciences Researchとい
うガイドラインを出し，審査過程を明確にしている．一方，
2006年には，NIHの高級諮問委員会は，H5N1インフル
エンザ研究に対する研究費の優先的配分を勧告している．
　今回の研究発表については，米国 CDCの Ruben Donis
らの研究グループの論文については，問題なく査読，審査
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　様々な議論の結果，①この様な鳥型からヒト型ウイルス
への変化に伴う遺伝子変異に関する情報は，既に多くの論
文で示されており，今回の論文から削除しても容易に推定
できる．また遺伝子操作技術やフェレットでのウイルス継
代法は，多くの専門家の間では既に常識となっている．従っ
て，今更これらの記載を削除しても，バイオテロへの悪用
を防止する効果は極めて低い．②一方，鳥 H5N1ウイルス
が徐々にヒト型に変化しつつある現状からは，むしろ自然
界でこの様な新型ウイルスが出現する危険性の方が高い．
従って，今回の研究成績・情報を広く専門家の間で共有し
て，パンデミック出現へのリスク評価や，プレパンデミッ
クワクチン開発・製造などの事前準備に活用すべきである．
③ NSABBの勧告の様に，論文の削除部分を一部の専門家
のみで共有することは，現実的には実施困難であり，また
当該論文原稿は既に 1000名を越える関係者の目に触れて
いるので，外部への情報漏えいは避けられない，との判断
となった．
　その結果，1）Rotterdam大学と東京大学の研究グルー
プによる論文は，削除せずにそのまま公表すべきである．2）
公表の条件として，①ヒトでの伝播性を獲得した変異ウイ
ルスの取り扱いに関するWHOバイオセフティーレベルを
決める，および当該研究施設がバイオセフティーおよびバ
イオセキュリティーの条件を十分に満たしていることを確
認する．②当該研究の実施が公衆衛生上から必要であると
の科学的説明を，特にウイルス提供国に対しておこなう．3）
論文公表まで，当該研究の自粛・凍結宣言を自主的に延長
する，との合意が得られた 7）．一方，将来起こる可能性の
ある dual useに関する一般的な問題への合意を図るため
に，WHOは幅広い専門家を集めた会議を企画することも
同意された．
　WHO以外にも，ニューヨーク市科学アカデミー，米国
微生物学会 (ASM），英国王立協会などが，専門家，関係
者を集めて本問題に関する公開討論会を開催した．Dual 
useについても活発な討論が繰り返されたが，意見相違の
溝は埋まらず，具体的な解決案や合意には至っていない．
科学的討論を外れた感情的対立が生じて興味本位のメディ
アの材料となるなど，ライフサイエンス領域における
dual use問題の解決が，科学的，社会的，政治的にも，如
何に難しいものであるかを思い知らされたのである．
　一方，米国 NIHは，WHO会議での合意に基づいて，
NSABBに対して当該論文の再審査を依頼した．2012年 3
月 29－ 30日に，各論文の責任者を招いて再審査が行われ
た．インフルエンザの専門家を欠く委員会に対する河岡教
授による誠実な説明は，好感を以って受け入れられたと聞
いている．その結果様々な誤解が解け，また研究内容に対
する理解が得られて，前回の一部削除との勧告が撤回され
た．これに対して，Rotterdamの研究グループの論文につ
いても，Ron Fouchierによって補足説明がなされたが，

の動きに対して何らかの解決策を検討せざるを得ないこと
になった．
　一方，多くのインフルエンザウイルス研究者や公衆衛生
専門家からは，H5N1鳥ウイルスがヒト型に変化する可能
性があるのか無いのか，あるとすればその必要条件と変化
の機序は何か，などの重要な疑問に対する回答を得るため
に，さらに，強毒性パンデミック出現監視における対象項
目の絞り込みやリスク評価のためには，このような研究を
推進することが必須であると主張された．これらの研究に
対する制限は，ワクチン事前開発・備蓄や抗ウイルス剤の
効果予測など，公衆衛生上の対応に甚大なマイナスとなる
との判断である．さらに，政治的圧力によって科学研究や
研究発表の自由が阻止されることは，科学研究の原則から
も許しがたいとの批判，大国が自国の国益を理由に，世界
全体の科学研究に介入し，危機管理準備に影響を与えるこ
とへの反発など，ウイルス研究領域における dual use問
題（Dual use research of concern; DURC）が世界各地で
俄かに脚光を浴びることとなった．
　

4．問題解決への努力

　この様な過熱した状況下では，冷静な討議による問題解
決は困難であり，必要な研究の実施にも悪影響が出ること
を憂慮した第一線のインフルエンザ研究者 39名は，2012
年 1月 20日に，この様な変異ウイルスに関する研究の実
施を 60日間自粛・凍結することとし，その間に本問題に
関する国際的な解決，合意を図るべきであるとの異例の宣
言を出した 6）．自然界において鳥 H5N1ウイルスが何時ヒ
ト型に変化してもおかしくないと判断される状況におい
て，リスク評価に関する重要な研究を自主的に停止するこ
とは，研究者としては苦渋の決断だった．
　この宣言に応じて，WHOは 2月 16-17日に，2つの当
該研究の代表責任者，インフルエンザ専門家，公衆衛生専
門家，医学倫理学専門家，NIH および NSABBの関係責
任者，ウイルス提供国ラボの代表，関係政府機関代表，科
学専門誌編集者など 22名よりなる検討会を主催した．こ
の場では，当該研究の代表責任者による論文内容に関する
詳細な説明，NSABBでの審議経過の説明などがなされた．
筆者もこの会議に参加したが，河岡教授らによる詳細な説
明によって，インフルエンザ専門家ではない NSABBの議
長代理は，初めて問題の本質を理解しえたとの印象を持っ
た．その上で，当該論文および改訂版原稿について，指摘
された問題点が精査された．削除前の両論文は，ウイルス
学的にも公衆衛生上からも，非常に重要な成績が記載され
ていたが，NSABBの勧告に沿って問題個所を削除された
改訂版は，研究方法も成績も肝心な点を示さないままに結
論のみが記載されており，論文の体をなしていないもので
あった．通常の査読者・編集者ならばこの様な論文は受理
しないであろう．
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たが，ESWI会議における口頭発表および初稿の記載から
は少し引き下がった内容となっている 10）．2月のWHO会
議での合意では，ヒト型に変化した H5N1ウイルスに関す
る研究の自粛・凍結の延長期間は，当該論文の公表までと
されていたが，DURC問題の解決には更なる議論が必要
であることから，現時点では未だ解除される見通しは立っ
ていない．
　

5．ウイルス学研究における dual use問題

　以上が，H5N1インフルエンザウイルスの研究論文の公
表に関する経過概要であるが，その背景には様々な政治的
な思惑，関与，介入などが見え隠れしている．そして，こ
の間に議論されたライフサイエンス領域での科学技術・科
学知識の dual use問題については，未だ何も解決されて
いない．
　一般に，dual useはテロなどへの悪用という否定的な意
味で語られることが多いが，軍事関係者の間では，dual 
useは科学技術の軍事応用またはその逆の意味で，むしろ
積極的に評価する立場で使用される場合も多い．航空機や
ロケットなどの軍事目的で開発された技術や，実際の戦争
で得られた経験などが，民生用や民間産業に転用され，我々
の生活に大きく寄与している例も数多く存在することも事
実である．
　科学知識・科学技術の進歩は，多かれ少なかれ様々な人
の生活活動に応用されてきた．人類の歴史の中で，科学研
究者や技術者，また特に専門家に特化せずとも多くの人々
は，周辺の事象に対する素朴な疑問の究明から始まって，
科学真理の探究に至る様々な研究活動や，また日常生活の
改善，より良い社会の実現，さらに人類全体の幸福を目的
とした様々な領域における技術開発，技術改良を行ってき
た．その多くは，純粋な科学的好奇心を満足させることや，
より良い生活手段，生活様式の実現を目的としたもので
あったのであろうが，逆に，それらが様々な競争を勝ち抜
くための手段として，さらに人を傷つける目的や，戦争や
テロにとっての卓越した手段として応用（悪用）されてき
たことも事実である．
　有名な例では，19世末に，ニトログリセリンという危
険な液体爆発物を固形化して安全に取り扱えるダイナマイ
トを開発して，20世紀の産業発展に多大な貢献をした
Alfred Nobelの偉業が思い浮かぶ．しかし，そのダイナマ
イトは日露戦争や第 1次世界大戦で，殺戮・破壊兵器とし
て大きな役割を果たした．それ以外にも，人工染料の開発
から医薬品開発へと進歩した有機化学が，大量殺人を目的
とした毒ガス兵器の開発に応用され，人類を感染症の脅威
から救うはずの微生物研究が，細菌兵器に悪用されて人類
史上に大汚点を残した．また人類の夢であった飛行機の発
明が直ちに軍事目的に応用され，さらにロケットなどの大
量破壊兵器の開発に結び付いた．核物理学の基礎研究が，

当初の ESWI会議での口頭発表や最初の投稿原稿に記載
されていたフェレットにおける致死性に対する評価が変更
された点については，同グループが別に発表していた経鼻
接種と気管内接種による病原性の違いに関する論文との間
に齟齬があるとして，十分な理解を得られなかったようで
ある 4)．
　最終的には，新たな研究成果に関する追加説明，誤解を
招いた表現・内容の訂正，バイオセフティー・バイオセキュ
リティーの確保に関する補足記載などの修正条件を付し
て，全文をそのまま公表することが勧告された 8)．評決に
おいては，東京大学グループの論文については全員一致で
公表が認められたが，Rotterdam大学の論文については，
反対票が 1/3を占め，依然として研究実施への不信感や
dual useへの懸念が残っていることが推察される．その後，
NSABBの委員であるMichael Osterholmが国会委員長に
送った「NSABB再評価委員会の逆転判定は NIHによっ
て誘導された」との私信がメディアにリークされて問題と
なったが，保健省はこれを否定して一応決着がついた．こ
の NSABBによる再検討の前日に，米国政府はライフサイ
エンス研究におけるバイオセキュリティー確保に関する指
針を発表していた 9)．タイミングの良すぎるこの措置も，
NSABBによる再審査によって前回の判断を撤回させ，論
文公表へ勧告を変更することへの伏線として準備されたも
のと推測される．
　その後，WHOは，2月の専門家会議で合意された論文
公表への 2条件，即ち，当該ウイルスのバイオセフティー
レベルの評価，およびウイルス提供国であるベトナムおよ
びインドネシアへの背景説明を行い，論文公表への条件を
整えた．一方，米国とオランダ規制当局は，両研究施設の
バイオセフティー・バイオセキュリティーの管理状況に対
する査察・評価を行い，何れも問題が無いとの結論を出し
た．
　東京大学河岡教授ら研究グループの論文は 5月 2日に
Nature誌に公表され，各国のパンデミック準備対策の再
検討のために活用されている 2)．これに対して，Rotterdam
大学グループの論文については，米国政府の承認が下りた
後も，オランダ政府は，バイオテロへの悪用が懸念される
当該論文の原稿を，国外（米国）の出版社へ投稿送付する
ことは，輸出規制法に定められた国の安全保障に関わる重
要情報の国外への持ち出し行為に当たるとして，著者に対
して輸出許可申請を出すように要求した．これに対して研
究責任者の Ron Fouchierが反発する事態もあったが，オ
ランダ政府が専門家会議を開催して議論された．結局，著
者が輸出許可を求めることとなり，その結果輸出許可が下
されて，5月中旬に最終原稿が Science誌の出版社に送付
された．ライフサイエンス領域での論文投稿に際して輸出
規制法が適用されたことは，多くの研究者には驚きを以っ
て受け取られた．その後，6月 22日に本論文は公表され
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えよう．しかし，dual useへの懸念を強調し過ぎると，一
切の研究の実施，成果の公表は，悪用される可能性が否定
されない限り，制限・規制せざるを得なくなる．さらに，
dual useの可能性のある個々の研究や論文に対する審査・
議論を公開することは，かえってテロリストなどに情報を
提供する結果となるので，個別の審査については透明性の
確保はあり得ない．では，誰が，何を根拠に判断するのか．
正当性，公正性と判断への責任はどの様に確保されるのか．
様々な政治的な思惑・介入にどう対処するのか．今回のイ
ンフルエンザ研究論文問題は，これらに関する重要な問題
を提起している．
　ライフサイエンス領域で dual useの議論を開始するこ
とは，パンドラの函を開けることにもなる．議論は必要で
はあるが，議論の到達点，落とし所をきちっと認識してお
かないと，不毛の議論に終わるのみならず，問題が次々を
湧き出てきて，収拾を図ることが不可能な自己矛盾の迷路
に嵌まり込み，結局は科学，技術の進歩を阻害することに
陥る可能性がある．
　日本においても，日本学術会議の Dual useに関する委
員会で検討が行われているが，dual useの議論を建設的に
進めるには，これらの点を十分に考慮する必要があろう．
そして，透明性を確保しつつ，幅広い分野からの意見を求
め，責任を自覚した自由な議論を進めることが望まれる．
安易に罰則等による規制強化に陥ることなく，硬直化を排
し，実施可能な現実的なガイドラインなどの合意を目標と
し，何よりも国民の理解を得る努力が必要である．
　今回の H5N1鳥インフルエンザウイルスをめぐる研究の
結果，甚大な健康被害と社会的影響という最悪のシナリオ
で起こる強毒型パンデミックの出現リスクは，予想外に高
いとの警鐘が鳴らされた．多くの未確定要素はあるものの，
未曾有の健康危機・社会危機状況に対する危機管理体制の
再構築，即ち，科学的なリスク評価に基づいた「最悪のシ
ナリオ」の見直しと，具体的な事前準備と緊急対応計画の
再検討，およびその実施が緊急課題である．この様な感染
症健康危機管理に必要な研究の推進と，その研究から派生
する可能性のある新たな健康危機の可能性という，社会に
おけるウイルス研究の在り方に関する二律背反問題の提起
が，今回のインフルエンザウイルス論文問題の意義であろ
う．この問題はインフルエンザや他のウイルス研究に留ま
らず，ライフサイエンス研究すべてに突き付けられた課題
である．
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